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「内部統制システム構築の基本方針」について 

 

当社は、平成 18 年 5 月 16 日開催の取締役会において内部統制システム構築の基本方針について、下

記のとおり決定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

 当社の役職員は、「人が心がすべて」の企業理念、内部規程、宅地建物取引業法や建設業法をはじめ

とする関連法令等の理解が法令・定款及び社会規範を遵守した行動のための基本であることを認識し、

その徹底を図るため、総務部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部

を中心に役職員の教育等を行う。また、代表取締役が繰り返しその精神を役職員に伝えることにより、

法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。内部監査室は、総務部と連携の上、コンプ

ライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。 

 

 

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 文書管理規定に基づき、取締役の職務執行に係る情報を記録し保存、管理する。 

 

 

3． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、コンプライアンス、環境、災害、品質、情

報セキュリティ等に関するリスクについては、それぞれ担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研

修の実施、マニュアルの作成・配布を行うものとする。総務部は当社グループ全体のリスクを網羅的・

総括的に管理する。 

 

 

 

 

 



 

4． 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

 当社は、変化の激しい経営環境に迅速に対応すべく、定例の取締役会のほか必要に応じて随時開催し、

業務執行上の責任を明確にするため、取締役の任期を１年と定めている。     

また、取締役会の業務執行の効率化を図るため、以下の体制を整備する。 

（１）職務権限・意思決定ルールの策定 

（２）取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業毎の業績目標の 

設定と月次・四半期業績管理の実施 

（３）取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施 

 

 

5． 当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、業務の適正については、関係会社管理規程

に基づき管理し、業務執行の状況について、経理部、総務部、内部監査室等の各担当部が評価および監

査を行うものとする。 

経理部、総務部、内部監査室等の各部は、子会社および関係会社に損失の危険が発生し、各担当部が

これを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度および当社に及ぼす影響等

について、当社の取締役会および担当部署に報告する体制を確保する。 

内部監査室は、内部監査を実施した結果を取締役会、監査役、グループ会社社長等に報告し、内部統

制の整備を推進するとともに、各部と協力の上、改善策の指導、実施の支援、・助言等を行う。 

 監査役はグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、会計監査人との緊密な連携体制

を構築する。 

 

 

6． 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役

より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令は受

けないものとする。 

 

 

7． 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

 当社の役職員は、監査役会の定めるところに従い、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大

な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況等を要請に応じて報告および情報提供する。報告の方法（報

告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議により決定する方法とする。 

 

 

8． その他監査役会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

 監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催し、効果的な監査業務

の遂行を図る。 

 取締役は、監査役の適切な職務遂行のため、監査役と子会社の取締役・監査役との情報交換が適切に

行われるよう協力する。 

 

以  上 


